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ポスターセッション：環境

　６月２日（日）第Ｘ会場　午後1 :00～1 :30

2Xp-l （P） 衣類の有効利用と生活要因との関連～紳士ワイシャツを中心として～

　　　　　　　　○近藤恵　　/吋木茂雄

　　　　　　　　　　　（共立女子大学）

　目的　代表的な衣類についての有効利用の実態を把握するとともに、紳士ワイシャツを

事例として、衣類の有効利用の有無と生活環境要因および生活情報要因との関連幽こつい

て検討した。
　方法　家庭において主として衣類の処理を行っている40～50才代の首都圏在住者を調査

対象とし衣類の有効利用に関する10項目、生活環境に関する要因（m.との密着度) 8項

目、生固所Rに関する要因（ゴミ問題に対する参刳所侵の種類) 8項目について尋ねた。調

査票は、大拳生を通して各家庭に配布し、留置法により回収した。調査票配町敵は57G件、
皿j-W〃･　　”　-i-･=･=　・回収数06件、有効回答数301件で、調査期間は、平成7年Ｈ～12月である。

　結果家庭における有効利用の方法10項目を変数、衣類10種類を観測回数として、因子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■■■■　-･-　-614　4●　-4･､、、　″l●●ご●ﾆ　‾J’j心”-　/－..･､f●･･’W　r--　　　-分析を行った結果、「再利用・再使用の手軽さ」、「再着用に対する思い入れの強さ」、

　「｛僻善のしやすさ｝を示す3因子楠^出され、衣類個々の特t生か位置づけられた．また、紳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　--J･t･-Jk皿-■　　SS-」-l-l●IA吋11　･r'j-"口゛万／＼^＼ ノv_ J　｀一犬'J':ﾉ"-'ﾆにｰ/J/J/-- J田ﾄｰ:4－・　－、六大-ﾆｰ､:-ﾆ･‥
-ﾆﾌ十--士ワイシャツ類の有効利用の有無と生活環境要因および生|刮附R要因との関連t生を検討し

た結果からは、たとえば、家庭でのリフォームの有無は1自治会役員等地域での役割を持

っているか否か、あるいは、ボランティア回体等民間団体か.らの酎^を参考にしているか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　J.●一皿丿.1.L_.●|
　´-･　｀″･゛･一一4゛｀　’/W　”－　　－ ■否かと関連陛を持っていることが、また、古着屋やリサイクルショップの利用の有無は、

現在の土地に住み着いて何代目になるか、あるいは、メーカーや販売業者等事業者からの

情報を参考にしているか否かと関連性を持っていることなどが統計的に明らかになった。

2Xp-2（P）エアゾール
　　　　　花王生活科学

スプレー缶の廃棄実態調査
研究所Ｏ山野　裕、石渡　明美、里
　　　　小屋　えな子、重弘　文子

直子

　［目的］　エアゾール製品には廃棄方法として「使い切って」と表示されているが、実際

には「穴を開けたり」、「中身が残っていたり」さまざまであり、家庭やごみ収集車での

事故が起こっている。安全で適切な廃棄のあり方を検討するため、スプレー缶の廃棄につ

いて1）各自治体の指導、2）消費者の意識実態と3）収集された缶の実態を調べた。

　［方法］　1）全国の人口１０万人以上の市、1 86市の「ごみの出し方―覧表（家庭配

布用）」を集め「スプレー缶の出し方」を調べた。
２）首都圏の主婦1 25名の意識実態を郵送自記入式調査で調べた。

3）首都圏の某市で資源ごみとして収集されたスプレー缶377本の廃棄状態を調べた。

　［結果］　1）清掃行政の指導は約４割が「資源ごみ」として収集している。「穴開け」
　･-■-ﾐ●~-　　「　-ﾐ･7-■-　　　＝　＝指導は約９割だが、穴開け時の注意表示「火気注意一戸外で等」がないものが多い。

2）消費者実態調査では家庭内の手持ちスプレー缶は約1 2本。「中身が残った缶をごみ

に出そうとしたことがある」人は約６割で、理由は「必要なくなった」「効果がない」等

である。「中身が残った缶」では約３割が「穴開け」していたが、「中身が残ったままご

みとして出した」人も約３割いた。一方「使い切った缶」は約半数が「穴開け」していた。
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穴開け時に「滑ってきりで手を切った事がある」等「危ないと感じた」人は４割いた。

3）収集された缶の半数はその市の指導通り「穴開け」されており、1／4は製品の表示

通り「使い切って」出されていた。　1／4は「中身が残ったまま」出されていた。
清掃行政とメーカーが連携して安全で適切な廃棄のあり方の検討と啓蒙活動が必要である。
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